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目 次 ( 略 )

第 1 条 ~ 第 3 条 ( 略 )

(部局総括文書管理者等)

資料1-2
内閣官房行政文書管理規則案新旧対照表

(傍線部分は改正部分)

改 正 案 現 行

第4条内閣官房の部局(内閣官房文書取扱規則(平成23年3月30日内閣総理大臣決

定)第3条第8号に規定する部局をいう。以下同じ。)に部局総括文書管理者及び部

局副総括文書管理者それぞれ1人並びに文書管理者を置く。

目次 (略)
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第 1 条 ~ 第 3 条 ( 略 )

(部局総括文書管理者等)

第4条内閣官房の部局(内閣官房文書取扱規則(平成23年3月30日内閣総理大臣決

定)第3条第8号に規定する部局をいう。以下同じ。)に部局総括文書管理者及び部

局副総括文書管理者それぞれ1人並びに文書管理者を置く。

2 ( 略 ) 2 (略)

3部局総括文書管理者は、当該部局における行政文書の管理に関する次に掲げる事務

を行う。

3 部局総括文書管理者は、当該部局における行政文書の管理に関する次に掲げる事務

を行う。

( 1 ) ( 2 ) ( B )

(3)当該部局の職員に対する、行政文書の管理に関する必要な研修への参加の機会の

付与

(4)前各号に定めるもののほか、当該部局における行政文書の管理に関する事務の総

括

4部局副総括文書管理者は、部局総括文書管理者が指名する内閣参事官(これに相当

する者を含む。)をもって充てる

5 ( 略 )

( 1 ) ( 2 ) ( 略 )
(新設)

(3)前各号に定めるもののほか、当該部局における行政文書の管理に関する事務の総

括

4 部 局 副 総 括 文 書 管 理 者 は 、 部 局 総 括 文 書 管 理 者 が 総 括 文 書 管 理 者 の 同 意 を 得 て 指 名

する内閣参事官(これに相当する者を含む。)をもって充てる。

5 ( 略 )

6文書管理者は、部局総括文書管理者が指名する内閣参事官(これに相当する者を含6文書管理者は、部局総括文書管理者が総括文書管理者の同意を得て指名する内閣参

む 。 ) を も っ て 充 て る 。 事 官 ( こ れ に 相 当 す る 者 を 含 む 。 ) を も っ て 充 て る

1

7 文書管理者は、その管理する行政文書について、次に掲げる事務を行う。

( 1 ) ( 5 ) (略 )

8

(6)行政文書の作成、標準文書保存期間基準(以下「保存期間表」という。)の作成

等による行政文書の整理その他行政文書の管理に関する職員への指導等

第1項に定めるもののほか、部局に部局総括文書管理担当者及び文書管理担当者を

置く。

9 - 1 1 ( 略 )

12文書管理担当者は、命を受けて文書管理者を補佐する。

13部局総括文書管理者は、当該部局の部局副総括文書管理者、文書管理者、部局総括

文書管理担当者又は文書管理担当者を指名後、速やかに総括文書管理者にその役職等

を報告するものとする。

14第1項及び第8項に定めるもののほか、部局における行政文書の管理の適正化を図

るため、特に必要があると認める場合には、部局総括文書管理者は、総括文書管理者

と協議の上、当該部局の行政文書の管理の体制について定めることができる。

第 5 条 ( 略 )

7文書管理者は、その管理する行政文書について、次に掲げる事務を行う。

(1)~(5)(略)

(6)行政文書の作成、標準文書保存期間基準の作成等による行政文書の整理その他行

政文書の管理に関する職員への指導

8第1項に定めるもののほか、部局に部局総括文書管理担当者及び文書管理担当者を

置くことができる。

9 - 1 1 ( 略 )

12文書管理担当者は、命を受けて文書管理者を補助する。

(新設)

13第1項及び第8項に定めるもののほか、部局における行政文書の管理の適正化を図

あるため、特に必要があると認める場合には、部局総括文書管理者は、総括文書管理者

と協議の上、当該部局の行政文書の管理の体制について定めることができる。

第 5 条 ( 略 )

第 3 章 文 書 の作成

(作成)

第6条職員は、文書管理者の指示に従い、公文書管理法第4条の規定に基づき、同法

第1条の目的の達成に資するため、内閣官房における経緯も含めた意思決定に至る過

程並びに内閣官房の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができ

るよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければなら

ない。

2 ( 略 )

第3章文書の作成
(作成)

職員は、文書管理者の指示に従い、公文書管理法第4条の規定に基づき、同法第6条

第1条の目的の達成に資するため、内閣官房における経緯も含めた意思決定に至る過

程並びに内閣官房の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができ

るよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければなら

ない。

2 ( 略 )

3第1項に基づき、内閣官房内部の打合せや内閣官房外部の者との折衝等を含め、別(新設)

表第1に掲げる事項に関する業務に係る政策立案や事務及び事業の実施の方針等に

2



影響を及ぼす打合せ等(以下「打合せ等」という。)の記録については、文書を作成す

るものとする。

4文書の作成に当たっては、文書の正確性を確保するため、その内容について原則と

して複数の職員による確認を経た上で、文書管理者が確認するものとする。文書作成

に関し、部局長等上位の職員から指示があった場合は、その指示を行った者の確認も

経るものとする。

(新設)

5内閣官房部局外部の者との打合せ等の記録の作成に当たっては、当該記録を作成す(新設)

る内閣官房部局の出席者による確認を経るとともに、可能な限り、当該打合せ等の相

手方(以下「相手方」という。)の発言部分等についても、相手方による確認等によ

り、正確性の確保を期するものとする。ただし、相手方の発言部分等について記録を

確定し難い場合は、その旨を判別できるように記載するものとする。

6職員は、常用漢字表(平成22年内閣告示第2号)、現代仮名遣い(昭和61年内閣

告示第1号)、送り仮名の付け方(昭和48年内閣告示第2号)及び外来語の表記(平

成3年内閣告示第2号)等により、分かりやすい用字用語で的確かつ簡潔な文書を作

成しなければならない。

3職員は、常用漢字表(平成22年内閣告示第2号)、現代仮名遣い(昭和61年内閣

告示第1号)、送り仮名の付け方(昭和48年内閣告示第2号)及び外来語の表記(平

成3年内閣告示第2号)等により、分かりやすい用字用語で的確かつ簡潔な文書を作

成しなければならない。

7総括文書管理者は、文書の作成に当たって反復利用が可能な様式、資料等の情報に4総括文書管理者は、文書の作成に当たって反復利用が可能な様式、資料等の情報に

ついて、電子掲示板等を活用し職員の利用に供するものとする。ついて、電子掲示板等を活用し職員の利用に供するものとする。

(整理)

第4章行政文書の整理

第7条職員は、行政文書を作成し、又は取得したときは、文書管理者の指示に従い、

当該行政文書について分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了

する日を設定しなければならない。

2 ~ 3 ( 略 )

4文書管理者は、別表第1に基づき、保存期間表を定め、これを公表しなければなら

ない。

第 4章行政文書の整理

(整理)

第7条職員は、行政文書を作成し、又は取得したときは、文書管理者の指示に従い、

当該行政文書について分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了

する日を設定しなければならない。

2 ~ 3 (略)

4 文 書 管 理 者 は 、 別 表 第 1 に 基 づ き 、 標 準 文 書 保 存 期 間 基 準 を 定 め な け れ ば な ら な い 。

3

5部局総括文書管理者は、当該部局の文書管理者が保存期間表を定め、又は改定した(新設)

場合、遅滞なく総括文書管理者に報告するものとする。

6第1項の保存期間の設定については、保存期間表に従い、行うものとする。

7第1項の保存期間の設定及び保存期間表においては、公文書管理法第2条第6項の

歴史公文書等に該当するとされたものにあっては、1年以上の保存期間を定めるもの

とする。

8第1項の保存期間の設定及び保存期間表においては、歴史公文書等に該当しないも

のであっても、行政が適正かつ効率的に運営され、国民に説明する責務が全うされる

よう、意思決定過程や事務及び事業の実績の合理的な跡付けや検証に必要となる行政

文書については、原則として1年以上の保存期間を定めるものとする。

5第1項の保存期間の設定については、前項の標準文畫保存期間基準に従い、行うも

のとする。

6第4項の標準文書保存期間基準及び前項の保存期間の設定においては、歴史公文書

等に該当するとされたものにあっては、1年以上の保存期間を定めるものとする。

(新設)

9第1項の保存期間の設定においては、第7項及び前項の規定に該当するものを除
き、保存期間を1年未満とすることができる(例えば、次に掲げる類型に該当する文

書。)。

(新設)

(1)別途、正本原本が管理されている行政文書の写し

(2)定型的日常的な業務連絡、日程表等
(3)出版物や公表物を編集した文書

(4)内閣官房の所掌事務に関する事実関係の問合せへの応答

(5)明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に適さなくなった文書

(6)意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決定に与える影響がないもの

として、長期間の保存をしないと判断される文

(7)保存期間において、保存期間を1年未満と設定することが適当なものとして、

業務単位で具体的に定められた文書

10第1項の保存期間の設定においては、通常は1年未満の保存期間を設定する類型の(新設)

行政文書であっても、重要又は異例な事項に関する情報を含む場合など、合理的な跡



付けや検証に必要となる行政文書については、1年以上の保存期間を設定するものと

する。

11第1項及び第2項の保存期間の起算日は、施行令第8条第7項に規定するものを除7

それぞれ同条第4項本文及び第6項本文の定めるところによる。ただし、行政文

書を作成し、若しくは取得した日、又は行政文書を行政文書ファイルにまとめた日の

うち最も早い日から1年以内の日であって4月1日以外の日を起算日とすることが

行政文書の適切な管理に資すると文書管理者が認める場合にあっては、その日とす
る。

12第2項の保存期間は、施行令第8条第5項の定めるところによる。

第 8 条 ~ 第 1 0 条 ( 略 )

第1項及び第2項の保存期間の起算日は、施行令第8条第7項に規定するものを除

それぞれ同条第4項本文及び第6項本文の定めるところによる。ただし、行政文

書を作成し、若しくは取得した日、又は行政文書を行政文書ファイルにまとめた日の

うち最も早い日から1年以内の日であって4月1日以外の日を起算日とすることが

行政文書の適切な管理に資すると文書管理者が認める場合にあっては、その日とす

る。

8第2項の保存期間は、施行令第8条第5項の定めるところによる。

第 8 条 ~ 第 1 0 条 ( 8 8 )

(移管又は廃棄) (移管又は廃棄)

第 1 1 条 ( 略 ) 第1 1条(略)
2 (略) 2 (略)

3文書管理者は、保存期間を1年未満とする行政文書ファイル等であって、第7条第(新設)
9項各号に掲げる文書に該当しないものについて、保存期間が満了し、廃棄しようと

するときは、同条第7項、第8項及び第10項に該当しないかを確認した上で、廃棄

するものとする。

4.文書管理者は、前項の規定により廃棄する場合、当該行政文書ファイル等の類型並

びに廃棄日若しくは期間を記録し、総括文書管理者があらかじめ指定する期間終了

後、速やかに部局総括文書管理者に報告するものとする。

(新設)

5部局総括文書管理者は、前項の報告について確認の上、取りまとめ、総括文書管理

者に報告するものとする。

(新設)

6総括文書管理者は、前項の報告を取りまとめ、速やかに一括して公表するものとす (新設)

5

る。

ユ文書管理者は、第1項の規定により公文書館に移管する行政文書ファイル等につい

て、公文書管理法第8条第3項に規定するものとして意見(以下本条において「意見」

という。)を付す必要があると認める場合には、その案を作成するものとする。その

場合には、利用制限を行うべき箇所及びその理由について、具体的に記載するものと

する。

8部局総括文書管理者は、当該部局における前項の意見の案を確認の上、取りまとめ、

総括文書管理者に公文書館への提出を求めるものとする。

3文書管理者は、第1項の規定により公文書館に移管する行政文書ファイル等につい

て、公文書管理法第8条第3項に規定するものとして意見(以下本条において「意見」

という。)を付す必要があると認める場合には、その案を作成するものとする。

4部局総括文書管理者は、当該部局における前項の意見の案を確認の上、取りまとめ、

総括文書管理者に公文書館への提出を求めるものとする。

総括文書管理者は、内閣官房における前項の意見の案を取りまとめ、その提出に必5総括文書管理者は、内閣官房における前項の意見の案を取りまとめ、その提出に必

要 な 手 続 を と る も の と す る 。 要 な 手 続 を と る も の と す る 。

10総括文書管理者は、公文書管理法第8条第4項の規定による求めがあった場合に総括文書管理者は、公文書管理法第8条第4項の規定による求めがあった場合に

は 、 必 要 な 措 置 を 講 じ る も の と す る 。 は 、 必 要 な 措 置 を 講 じ る も の と す る 。

第 1 2 条 ~ 第 1 5 条 ( 1 8 ) 第12条~第15条(略)

第9章研修
(研修)

第9章研修
(研修)

第16条総括文書管理者は、職員に対し、行政文書の管理を適正かつ効果的に行うた

めに必要な知識及び技能を習得させ、又は向上させるために必要な研修を行うものと

する。

第16条総括文書管理者は、職員に対し、行政文書の管理を適正かつ効果的に行うた

めに必要な知識及び技能を習得させ、又は向上させるために必要な研修を行うものと

する。

2総括文書管理者は、職員が少なくとも毎年度一回、研修を受けられる環境を提供す(新設)
るものする。

3文書管理者は、職員の受講状況について、部局総括文書管理者を通じて、総括文書

管理者に報告するものとする。

(新設)

4部局総括文書管理者及び文書管理者は、総括文書管理者及び公文書館その他の機関2部局総括文書管理者及び文書管理者は、総括文書管理者及び公文書館その他の機関

6



が実施する研修に職員を積極的に参加させなければならない。

5職員は、前項の規定に該当する研修を適切な時期に受講しなければならない。

第1 7条(略)

(秘密文書の管理)

第18条特定秘密以外の公表しないこととされている情報が記録された行政文書のう

ち秘密保全を要する行政文書(特定秘密である情報を記録する行政文書を除く。以下

「秘密文書」という。)は、次の各号の区分に従い指定する。

(1)極秘文書秘密保全の必要が高く、その漏えいが国の安全、利益に損害を与える

おそれのある情報を含む行政文書

(2)秘文書極秘文書に次ぐ程度の秘密であって、関係者以外には知らせてはならな

い情報を含む極秘文書以外の行政文書

2 ~ 1 1 ( 略 )

が実施する研修に職員を積極的に参加させなければならない。

(新設)

第1 7条(略)

(秘密文書の管理)

第18条特定秘密以外の公表しないこととされている情報が記録された行政文書のう

ち秘密保全を要する行政文書(特定秘密である情報を記録する行政文書を除く。以下

「秘密文書」という。)は、次の各号の区分に従い指定する。

二極秘文書秘密保全の必要が高く、その漏えいが国の安全、利益に損害を与える

おそれのある情報を含む行政文書

秘文書極秘文書に次ぐ程度の秘密であって、関係者以外には知らせてはならな

い情報を含む極秘文書以外の行政文書

2 ~ 1 1 (略)

第1 9条(略) 第19条 (略)

附則(平成30年○月○日内閣総理大臣決定)
この規則は、平成30年4月1日から施行する。

(新設)

7

別表第1行政文書の保存期間基準 別表第1行政文書の保存期間基準

事

当該業務に係る行政文書
業 務 の 保 存

の類型(施行令別表の該当
区 分 期 間

項)

具体例 事 項

当該業務に係る行政文書
業務の

の類型(施行令別表の該当
区分

項)

保
存
期
間 具体例

1 1

~ ( 略 ) ( 0 8 ) (18) ( 略 ) (88)

1 2

~
1

(略) (略) ( 1 8 ) ( 略 ) ( 略 )
1 2

職員の人事に関する事項

1 3職員の

人事に
関する

事 項

( 2 9

の項か

5 3 2 ( 8 8 )

の頃ま

でに掲

げるも

のを除

( ° >

1 4

#
1

2

2 1

(略)

( 略 )

職員の人事に関する事項

1 3職員の
人事に

関する

事 項
( 2 7

の項か

(略) (88) ら 3 0

の項ま

でに掲
げるも

( 略 ) (略) (略) (略)

のを除
く。)

1 4

(略) (略) (略) (略)
12

21

( 略 ) ( 略 ) (略) (略) (略)

8



22文書の文書の①(略) (略) (略)

管理等管理等
2 2文書の文書の①(略)

管理等管理等

(略) (略)

に関す に関す
る事項 ②取得した文書の管理を5年

行うための帳簿(三十一

・受付簿 る事項

・第11条第4

の項)等 項に規定す

②取得した文書の管理を5年
行うための帳簿(三十一

の項)

受付簿

る事項を記
録した文書

(略) (略) (略) ③ ⑤(略) ( 8 8 ) (略 )

2
3
2
4
2
5

( 略 ) ( 略 ) (88) (略) (略) 2 3 ( 略 ) (略) (略) (略 ) (略 )
~

2 4

内閣の内閣の①~⑧(略) (略) (略)

庶務に庶務に
|25内閣の内閣の①~⑥(略)

庶務に庶務に

(58) (略)

関する関する 関する関する

事項 重要な⑨用地取得の経緯が記録30年
経緯(1された文書

・契約書 事項 重要な⑨用地取得の経緯が記録30年
経緯(1された文書

・契約書

の頃か⑩官公庁施設の建設等に5年
ら 2 4 の 関 す る 法 律 の 規 定 に 基

項 ま で づ く 文 書

・営繕計画書

・協議文書

の頃か⑩官公庁施設の建設等に5年
ら24の

・営繕計画書

関する法律の規定に基 ・協議文書

に掲げ⑩(略) 5 年 調

項までづく文書
に掲げ⑩(略) 5 年 ・調査

9

るもの⑩総理大臣官邸の管理運常用・営繕に関する
を 除 営 施 設 に 関 す る も の に ( 無 文 書
く。) 限る)に関する文書で重期限)・庁舎管理に関

要 な も の す る 文 書

く。)

るもの1総理大臣官邸の管理運常用・営繕に関する

を 除 営 ( 施 設 に 関 す る も の に ( 無 文 書

限る)に関する文書で重期限)

要なもの

・庁舎管理に関

する文書

1総理大臣官邸の管理運5年
営に関する文書(12)に掲

げるものを除く。)

・営繕に関する

文書

⑩総理大臣官邸の管理運5年

営に関する文書(⑩に掲

・営繕に関する

・庁舎管理に関 げるものを除く。)

する文書

文書
・庁舎管理に関

する文書

1〜11(略) (略) (略)

26契約に契約に契約に係る決裁文書及び契約仕様書案
関する関するその他契約に至る過程が

新が終協議・調整経

1 ~ 1 ( K ) (略) (略)

( 新設 ) (新設 ) (新設 )
設 )

(新(新設)

事項重要な記録された文書 了 す 緯
経緯(15 る 日
の項、19

の項及
2 5 の

項⑨に
掲げる

ものを

に 係

る特
定旦
以後
5 年

除く。)

1 0



査に関査に関
する事する重
項

畫

要な経
緯(1②統計の承認に関する経
の 頃 か

ら2 6の

項まで
に該当
する統
計調査
であっ

27統計調統計調①統計の企画立案に関す5年 ・基本方針

・基本計画

要領

・承認申請書

る経緯が記録された文

~
新

設

(新設)(新設) (新設) (新(新設)
設)

(新設) (新設)

緯が記録された文書

③統計の実施に関する経

緯が記録された文書

・実施案 (新設) (新設)

·事務処理基準

で、各項
④統計の集計結果に関す30年
る文書

・調査報告書 (新設) (新(新設)
設)

で定め
る 保 存

期間が
本項よ
りも長
い も の
は、各項

の 定 め

に よ
る。)

11

28調査又情報の情報の収集及び分析その3年
は研究収集他の調査の結果に関する

・報告資料 26調査又情報の情報の収集及び分析その3年
は研究収集調他の調査の結果に関する

・報告資料

に関す査(1の文書
る 事 項 項 か ら

に関す査(1の文書
る事項項から

2 7 の項 2 5 の項

ま で に

掲げる
も の を

ま で に

掲げる
も の を

除く。) 除く。)

2 9 (略) ( 略 ) ( 略 ) (BS) (略) 27 (略) (略) (略) ( 略 ) ( 略 )

212

3 2

備考

(略)

6 ~ 1(略)

3 0

備考

(略)

1 - 9 (略)

10特定日行政文書の管理に関するガイドライン(平成23年4月1日
総理大臣決定)第4-3-(11)(施行令第8条第7項)の保存期間が確
定することとなる日(19の頃にあっては、事業終了の日又は事後評価終

了の日)の属する年度の翌年度の4月1日(当該確定することとなる日
から1年以内の日であって、4月1日以外の日を特定日とすることが行

政文書の適切な管理に資すると文書管理者が認める場合にあっては、そ
日

二職員の人事に関する事項(29の項から32の頃までに掲げるものを除

10特定日第4-3-(7)(施行令第8条第7項)の保存期間が確定する
こととなる日(19の頃にあっては、事業終了の日又は事後評価終了の日)

の属する年度の翌年度の4月1日(当該確定することとなる日から1年
以内の日であって、4月1日以外の日を特定日とすることが行政文書の

適切な管理に資すると文書管理者が認める場合にあっては、その日

_ 職員の人事に関する事項(27の項から30の項までに掲げるものを除

1 2



く。)について、内閣官房令、人事院規則の規定により保存期間の定めがあ

るものは、それぞれ内閣官房令、人事院規則の規定による。
三 ~ 五 ( 略 )

別表第2保存期間満了時の措置の設定基準

1基本的考元方

く。)について、内閣官房令、人事院規則の規定により保存期間の定めがあ

るものは、それぞれ内閣官房令、人事院規則の規定による。

三 ~ 五 ( 略 )

別表第2保存期間満了時の措置の設定基準

1 基本的考元方

公文書管理法第1条の目的において、「国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事

実の記録である公文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源とし

て、主権者である国民が主体的に利用し得るものであること」及び「国及び独立行政

法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるよう

にすること」とされ、法第4条において、経緯も含めた意思決定に至る過程及び事務・

事業の実績を合理的に跡付け、検証することができるよう文書を作成しなければなら

ない旨が規定されており、以下の【I】~【IV】のいずれかに該当する文書は、「歴史

資料として重要な公文書その他の文書」に当たり、保存期間満了後には公文書館に移

管するものとする。

【I】国の機関及び独立行政法人等の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施

及び実績に関する重要な情報が記録された文書

【I】国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書

【】国民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書

【IV】国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書

【1】の文書について、例えば、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。

▲国の機関及び独立行政法人等の設置、統合、廃止、改編の経緯並びに各組織の構

公文書管理法第1条の目的において、「国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事

実の記録である公文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源とし

て、主権者である国民が主体的に利用し得るものであること」及び「国及び独立行政

法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるよう

にすること」とされ、法第4条において、経緯も含めた意思決定に至る過程及び事務・

事業の実績を合理的に跡付け、検証することができるよう文書を作成しなければなら

ない旨が規定されており、以下の【I】~【N】のいずれかに該当する文書は、「歴史

資料として重要な公文書その他の文書」に当たり、保存期間満了後には公文書館に移

管するものとする。

【I】国の機関及び独立行政法人等の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施

及び実績に関する重要な情報が記録された文書

【Ⅱ】国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書

【I】国民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書

【Ⅳ】国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書

(新設)

1 3

造や権限及び機能の根拠に関する情報が記録された文書

_ 経 緯 も 含 め た 政 策 の 検 討 過 程 や 決 定 並 び に 政 策 の 実 施 及 び 実 績 に 関 す る 情 報 で

あって、将来までを見据えて政策の理解や見直しの検討に資すると考えられる情報

が記録された文書

【I】の文書について、例えば、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。(新設)

国民の権利及び義務の法令上の根拠並びに個人及び法人の権利及び義務の得喪

に関する基準や指針等の設定に関する経緯も含めた情報が記録された文書

個別の許認可等のうち公益等の観点から重要と認められるものに関する情報が

記録された文書

国民からの不服申立てや国又は行政機関を当事者とする訴訟の提起等に関する

情報のうち、法令の解釈やその後の政策立案等に大きな影響を与えた事件に関する

情報が記録された文書

【I】の文書について、例えば、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。

・政策の変更や優先順位の設定に影響を与えた社会環境、自然環境等に関する情報

が記録された文書

政策が国民に与えた影響や効果、社会状況を示す重要な調査の結果、政府の広報

に関する情報が記録された文書

(新設)

我が国の自然環境に関する観測結果等、その動態に関する情報が記録された文書

【ⅣV】の文書について、例えば、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。(新設)

我が国の領土主権、来歴や、多くの国民の関心事項となる自然災害及び事件等

の重大な出来事(国内で起きたものに限らない。)に関する情報が記録された文書

学術の成果やその顕彰等及び文化、芸術、技術等の功績等のうち重要なものに関

する情報が記録された文書

2 具体的な移管・廃棄の判断指針

1 4

2 具 体 的 な 移 管 ・ 廃 棄 の 判 断 指 針



1の基本的考え方に基づいて、個別の行政文書ファイル等の保存期間満了時の措置

(移管廃棄)の判断については、以下の(1)~(6)に沿って行うものとし、いずれか

の基準において移管と判断される場合には移管するものとする。

(1)業務単位での保存期間満了時の措置

①別表第1に掲げられた業務に係る行政文書ファイル等の保存期間満了時の措

置については、次の表(用語の意義は、別表第1の用語の意義による。)の右欄の

とおりとする。

1の基本的考え方に基づいて、個別の行政文書ファイル等の保存期間満了時の措置

(移管・廃棄)の判断については、以下の(1)~(5)に沿って行う。

(1)別表第1に掲げられた業務に係る行政文書ファイル等の保存期間満了時の措置

については、次の(用語の意義は、別表第1の用語の意義による。)の右欄のと
おりとする。

事項 業務の区分

1 (略) (略)

保存期間滿了 事項

時の措置

(略)

業務の区分 保存期間滿了

時の措置

(略)1 (略) (略)

~

1 2 12

職員の人事に関する事項 職員の人事に関する事項

1 3 職 員 の 人 事 に ( 略 ) (略) 1 3
133

職員の人事に(略) (略)

関する事項(29 関する事項(27

の頃から 3 2の

までに掲げ

るものを除
<。)

1 4 (略) (略)

の頃から3 0の

項までに掲げ

る も の を 除

く。)

(略) 1 4 (略) (略) (略)

1
~
2
0
2
1

国会及び審議
会等における

(1)国会審議(1の頃から20の頃ま以下について

で に 掲 げ る も の を 除 く 。 ) 移 管

1122

20

でに掲げるものを除く。)

国会及び審議(1)国会審議(1の頃から20の頃ま以下について

会 等 に お け る 移 管

1 5

審議等に関す
る事項

・大臣の演説

に関するも

の

審議等に関す

る事項

・会期ごとに

作成される

想定問答

(2)審議会等(1の頃から20の頃ま以下について

でに掲げるものを除く。)移管

審議会その

他の合議制

の機関に関

するもの
(部会、小

委員会等を
含む。)

大臣の演説

に関するも

の

・会期ごとに

作成される

想定問答

(2)審議会等(1の頃から20の項ま移管(部会小

でに掲げるものを除く。)委員会等を含

む。専門的知

識を有する者

等を構成員と

する懇談会そ

の他の会合に

関するものを

除く。)

2

2 2 文書の管理等文書の管理等
に関する事項

以下について

移管

2 222 文書の管理等文書の管理等
に関する事項

廃棄

・移管・廃棄簿

23 (略) (0%) (略) 2 3 (略) (略) (略)

222

25 2 5

26

事項

契約に関する契約に関する重要な経緯(15の廃棄
及び19の項に掲げるものを除く。)

(新 (新設) (新設) (新設)

設)

1 6



2 7 統計調査に関統計調査に関する重要な経緯

する事項
以下について

移管

(新 (新設) (新設) (新設)

設)

・基幹統計調

査の企画に

関する文書

及び調査報

告畫

一般統計調

査の調査報

告畫

2 8 調査又は研究 情報の収集調査(1の頃から27の廃棄 26

に関する事項

2 9 (略)

までに掲げるものを除く。)

( 略 ) (略) 27

調査又は研究
に関する事項

(略)

情報の収集調査(1の頃から25の廃棄

夏までに掲げるものを除く。)

(略) (BA)

=

32

(削除)

(削除)

3 0

注

(削除)

1 7

①「移管」とされている文書が含まれている行政文書ファイル等はすべて移管すること

とする。

②「廃棄」とされているものであっても、1の基本的考え方に照らして、国家・社会とし

記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく政府全体

として対応し、その教訓が将来に活かされるような以下の特に重要な政策事項等に関す

るものについては、移管が必要となる。

阪神・淡路大震災関連、オウム真理教対策、病原性大腸菌O157対策、中央省庁等改

革、情報公開法制定、不良債権処理関連施策、気候変動に関する京都会議関連施策、サ

ッカーワールドカップ日韓共催等

( 削 除 )

②以下の左欄の事項に係る歴史公文書等の具体例は、右欄のとおりであることか

ら、これらの歴史公文書等を含む行政文書ファイル等を移管することとする。

事 項 歴 史 公 文 書 等 の 具 体 例

各行政機関において実施・運用して

いる制度(例:政策評価、情報公開、

予算・決算、補助金等、機構定員、

人事管理、統計等)について、制度

を所管する部局による当該制度の

運用状況の把握等に関する事項

国際会議

・基本計画

・年間実績報告書等

・施行状況調査実態状況調査

・意見・勧告

・その他これらに準ずるもの

・国際機関(IMF,ILO,WHO等)に関す

る会議、又は閣僚が出席した会議等

であって、重要な国際的意思決定が

行われた会議に関する準備、実施、

参加、会議の結果等に関する文

③移管については、当該業務を主管する部局の文書管理者において行うものとする。

(2)以下の左欄の業務に係る歴史公文書等の具体例は、右欄のとおりであることか

ら、これらの歴史公文書等を含む行政文書ファイル等を移管することとする。

歴史公文書等の具体例

・基本計画

業務

内閣官房において実施・運用してい

る制度(例:政策評価、情報公開、

予算・決算、補助金等、機構・定員、

人事管理、統計等)について、制度

を所管する部局による当該制度の

運用状況の把握等の業務

国際会議

国際協力国際交流 ・政府開発援助、国際緊急援助の基本

的な方針、計画、実施及び評価に関

する文書

国際協力・国際交流

統計調

・国費等の接遇に関する文書のうち

重要なもの

基幹統計調査の企画に関する文書

及び調査報告書

統計調

・一般統計調査の調査報告書

年間実績報告書等

・施行状況調査実態状況調査

意見・勧告

・その他これらに準ずるもの

国際機関(IMF,ILO.WHO等)に関す

る会議、又は閣僚が出席した会議等

のうち重要な国際的意思決定が行

われた会議に関する準備、実施、参

加、会議の結果等に関する文書

・政府開発援助、国際緊急援助の基本

的な方針、計画、実施及び評価に関

する文書

・国資等の接遇に関する文書のうち

重要なもの

・基幹統計調査の企画に関する文書

及び調査報告書

・一般統計調査の調査報告書

その他の事項 ・年次報告書 その他 ・年次報告書
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・広報資料

・大臣記者会見録

・大臣等の事務引継書

(削除)

(2) 政策単位での保存期間満了時の措置

①国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的

な影響が大きく政府全体として対応し、その教訓が将来に活かされるような以下

の特に重要な政策事項等に関するものについては、1の基本的考え方に照らし

て、(1)①の表で「廃棄」とされているものも含め、原則として移管するものと

する。

(災害及び事故事件への対処)

阪神・淡路大震災関連、オウム真理教対策、病原性大腸菌O157対策、東日本

大震災関連等

(我が国における行政等の新たな仕組みの構築)

中央省庁等改革、情報公開法制定、不良債権処理関連施策、公文書管理法関連、

天皇の退位等

(国際的枠組みの創設)

気候変動に関する京都会議関連施策、サッカーワールドカップ日韓共催、2020年

東京オリンピック・パラリンピック等

②部局総括文書管理者は、(2)①で示されている特に重要な政策事項を踏まえ

つつ、その所業事務の中から、国民的関心が極めて高い政策や基本的制度を新設

又は抜本的に変更するような政策を内閣官房における歴史的に重要な政策事項

として、毎年度一回総括文書管理者が指定する時期までに選定し、その結果を総

1 9

広報資料

・大臣記者会見録

大臣等の事務引継書

注移管については、当該業務を主管する部局の文書管理者において行うものとする。

(新設)

文書管理者に報告する。

③総括文書管理者は、(2)②の報告を取りまとめ、公表するとともに、内閣府に

報告する。選定された政策に関する企画・立案から実施に至る経緯を含めた情報

が記録された文書については、1の基本的考え方に照らして、(1)①の表で「廃

棄」とされているものも含め、原則として移管するものとする。

④領土主権に関連する文書については、1の【Ⅳ】に該当する可能性が極めて

高いことから、原則として移管するものとする。

なお、「領土・主権に関連する文書」とは、北方領土及び竹島に関する我が国の

基本的立場及び対応に関して作成又は取得した文書のみならず、北方領土及び竹

島に関する情報を記載又は記録をした海洋、漁業、鉱物資源及び環境に関する調

その他の調査、教育、地図の作成、航海その他の施策に関する文書も指す。ま

た、尖閣諸島に関しては、領土問題ではないものの、同様の考え方に基づき対処

する。

(3)昭和27年度までに作成・取得された文書

昭和27年度までに作成取得された文書については、日本国との平和条約(昭

和27年条約第5号。いわゆる「サンフランシスコ平和条約」)公布までに作成・取

得された文書であり、1の【I】【Ⅱ】【N】に該当する可能性が極めて高いことか

ら、原則として移管するものとする。

(4)特定秘密である情報を記録する行政文書

特定秘密である情報を記録する行政文書については、別表第2に定めるもののほ

か、特定秘密の保護に関する法律、特定秘密の保護に関する法律施行令及び特定秘

2 0

(3)昭和27年度までに作成・取得された文書については、日本国との平和条約(昭和

27年条約第5号。いわゆる「サンフランシスコ平和条約」)公布までに作成取得さ

れた文書であり、1の【I】【Ⅱ】[Ⅳ]に該当する可能性が極めて高いことから、原

則として移管するものとする。

(4)上記に記載のある業務に係る文書のうち特定秘密である情報を記録する行政文書

については、別表第2に定めるもののほか、特定秘密の保護に関する法律、特定秘密

の保護に関する法律施行令及び特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施



密の指定及びその解除並びに適性評価の実施に関し統一的な運用を図るための基

準を踏まえ、移管廃棄の判断を行うものとする。

(5)(1)から(4)までに記載のない文書

(1)から(4)までに記載のないものに関しては、1の基本的考え方に照らして、文

管理者において個別に判断するものとする。

に関し統一的な運用を図るための基準を踏まえ、移管・廃棄の判断を行うものとする。

(5)上記に記載のない業務に関しては、1の基本的考え方に照らして、文書管理者に

おいて個別に判断するものとする。

(6)注意事項

①「移管」とされている文書が含まれている行政文書ファイル等はすべて移管す

ることとする。

②移管については、当該業務を主管する課室等の文書管理者において行うものと

する。

(新設)
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公文書管理委員会
第61回議事録
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内閣府大臣官房公文書管理課
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第61回公文書管理委員会
議事次第

日時:平成30年3月15日(木)9:59~11:58

場所:中央合同庁舎第8号館4階416会議室

1 開 会

2 各 行 政 機 関 の 行 政 文 書 管 理 規 則 改 正 案 に つ い て

3 閉 会

(出席者)

宇賀委員長、三宅委員長代理、井上(寿)委員、井上(由)委員、野口委員、保坂委員
梶山大臣、河内事務次官、北崎大臣官房長、田中審議官、畠山課長
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○宇賀委員長本日は大変お忙しいところお集りいただきまして、ありがとうございます。

委員の定足数を満たしておりますので、ただいまから第61回「公文書管理委員会」を開

催いたします。

所要2時間程度を見込んでおります。よろしくお願いいたします。

また、本日は梶山大臣に御出席をいただいております。

それでは、議事に入ります。本日は前回に引き続きまして、行政文書管理規則案につい

て各府省庁からのヒアリングを実施したいと思います。本日は合計25の行政機関について、

5つのグループで審議を行う予定としております。

それでは、資料1-1につきまして前回から修正されている事項がありますので、事務

局から説明をお願いいたします。

○畠山課長おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。

資料1-1につきまして、前回御欠席の先生方もいらっしゃいますので、簡単にこの資

料の性格を御説明させていただきますと、これから各府省の行政文書管理規則について、

それぞれの省庁から説明がありますけれども、大きくガイドラインからの相違点を整理し

ているものでございます。それぞれの箇所につきまして、どこの省庁がどういう規定にな

っているかというところでございます。

その中で、実は月曜日にこの資料を配付してございますけれども、その後いろいろ整理

させていただいた中で修正点、変更点が生じておりますので、本日はその部分につきまし

て御説明、御紹介をさせていただきたいと思います。

資料1-1の2ページ目でございます。真ん中よりちょっと下「別表第1、別表第2に
ついて」ということでございまして、これは前回も御議論いただいておりますところです

けれども、廃棄の記録の保存期間及び保存期間満了時の措置ということで、1年未満文書

につきましてガイドラインの中で類型を示しておりますけれども、その類型に載らなかっ

たものについて廃棄したときは、どういうものをいつ廃棄したのかということについて公

表することになってございますが、その公表したものにつきましていつまで保存して、い

つ廃棄するかどうかということについての定めでありますけれども、これにつきまして前

回ヒアリングで御指摘もあったことを踏まえまして、国土交通省が3年としてあったもの

を5年に変更するということで出てまいりました。そこの部分を修正してございます。

現在、前回の御指摘もあったものでございますから、全省庁的に統一が図れないかとい

うことで、前回の御指摘を踏まえて調整を行っているところでございます。きょうのヒア

リングの場でも説明があるかもしれませんけれども、私どもと各省との関係では、そうい

う状況になっているということは御説明しておきたいと思っているところでございます。

修正点がもう一点ございまして、次のページでございますけれども、2ページ目から続
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く「契約、統計の規定状況」でございます。これで契約について規定している省庁と3ペ

ージ目の一番上に各省庁の名前が入っていますけれども、その中で前回、公害等調整員会

をここに含めておったのですが、そこの部分、その後精査いたしましたところ、これがな

かったということが判明しましたものですから、公害等調整委員会、この列記してある省

庁のリストから落としてございます。

以上、資料1-1の修正でございます。

本日は5グループのヒアリングということで、2時間程度を予定しております。ぜひと

もよろしくお願いいたします。

説明は以上でございます。

○宇賀委員長ありがとうございました。

それでは、Dグループの皆様、お願いします。

(Dグループ入室)

○宇賀委員長それでは、まずDグループ、内閣官房、特定複合観光施設区域整備推進本

部、郵政民営化委員会、総務省、公害等調整委員会、消防庁のヒアリングを行います。

ヒアリングに当たり、事務局から補足事項がありますのでお願いします。

○畠山課長本日お越しいただいているDグループの中で、郵政民営化委員会につきまし

ては、新たに行政文書管理規則を設けるということでございます。

実は現在、郵政民営化事務局の職員につきましては、全てが内閣官房の併任となってい

る事情がございまして、従前、内閣官房の行政文書管理規則に基づく運営を行っておりま

すけれども、今回、独自の規定による運用で始めるということでございまして、そのため

郵政民営化委員会につきましては新旧対照という形ではなくて、ガイドラインの対比とい

う形で御説明をさせていただくということでございます。どうぞよろしくお願いいたしま
す。

説明は以上でございます。

○宇賀委員長ありがとうございました。

それでは、まず内閣官房から改正ガイドラインとの相違点、特異点等を中心に、それぞ

れ簡潔に説明をお願いします。なお、外局分については本省からまとめて説明いただいて

も構いません。

では、お願いします。

○内閣官房おはようございます。内閣官房の参事官をしております望月と申します。よ

ろしくお願いいたします。

内閣官房行政文書管理規則の改正案につきまして、御説明をさせていただきます。

内閣官房では、昨年12月に改正されましたガイドラインを踏まえた形で行政文書管理規

則の改正案を作成しております。その中でガイドラインから以下の点が変更となっており

ますので、そこを中心にということですので御説明を申し上げます。

ガイドラインからの変更点、まず全体といたしまして、内閣官房は各部局の仕事の中身
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が相当違っておりまして、独立性が高いという特徴がございます。そのために従来から内

閣官房における行政文書の管理体制の強化という観点から、平成23年に管理規則を制定し

た当時から各部局の長、通常の省であります官房長に相当する内閣総務官のほか、国家安

全保障局長とか、内閣官房の副長官補、内閣広報官、情報官、内閣サイバーセキュリティ

ーセンター、そういったところで部局総括文書管理者ということで特定をいたしまして、

各部局の文書管理に責任を持っていただく体制という形にさせていただいております。

こういった体制の特異性がございますので、これを受けまして従前より行政文書に関す

る各手続におきましては、まず部局総括管理者が取りまとめを行うという形で全体をまと

めさせていただいてございます。

そうしたことを踏まえまして、具体的には今般の規則改正案でありますと、例えば4条

の13項でございますが、文書管理担当者の役職等の報告、また、7条の5項となりますけ

れども、保存期間表の作成または改定時の報告。11条4項の保存期間1年未満文書の類型

とか廃棄した時期の報告、また、16条3項ということで職員の研修の受講状況の報告、こ

ういったところにつきましては、文書管理者を通じまして総括文書管理者に報告するとい

う二重の体系になってございます。

また、文書の移管の対象となります歴史的な重要な政策事項の選定につきましても、そ

ういった独立性を踏まえまして、第一義的には各部局の事務を掌理します部局総括文書管

理者が選定をいたしまして、総括文書管理者に報告するという体系をとらせていただいて

おります。具体的には別表第2の2(2)②という、後ろのほうということになりますが、

体系的な考え方としてはそういうものでございます。

今回、行政文書管理に対する職員の意識の一層の向上に向けまして、各部局の総括文書

管理者の事務といたしまして、部局の職員について文書管理に必要な研修への参加の機会

を付与してくださいということを明記させていただきました。これは少し戻りまして4条
3項3号でございます。

その他、技術的な修正点という形で今回の管理規則はつくらせていただいております。

最後になりますが、規則改正の周知徹底は非常に大事なことだと考えておりまして、国

立公文書館の主催する研修への積極的な参加を促す。また、内閣官房におきまして定期的

に開催しております研修会の開催とか、文書整理推進機関の設定などを通じました取り組

みを行っていきたいと考えてございます。また、内閣府で今e-ラーニングを開発中と伺っ

ておりますので、その研修教材をしっかりと活用させていただきまして、各職員少なくと

も年1回程度は研修の受講の環境を提供していきたいと考えているところでございます。

こういった取り組みを通じまして一層の意識向上ということで取り組んでまいります。

以上でございます。よろしくお願いいたします。

○宇賀委員長ありがとうございました。

では、特定複合観光施設区域整備推進本部、お願いします。

○特定複合観光施設区域整備推進本部特定複合観光施設区域整備推進本部の斎須でござ
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います。よろしくお願いいたします。

特定複合観光施設区域と申しますのは、いわゆるIR(IntegratedResort)推進本部とい

うことでございまして、一昨年末に議員立法で成立いたしましたIR推進法に基づきまして、

内閣じか置きの行政機関として特定複合観光施設区域整備推進本部、IR推進本部というも

のが設けられました。

この本部の任務でありますけれども、IR推進に関する法令の企画立案等となっておりま

して、現在、私どもの事務局では、ほぼ全ての省庁から併任という形で人材を出していた

だきまして、今、IR推進法に基づいたIRを実施するための法案の立案業務に携わっており

ます。行っている業務が法令の企画立案ということで、比較的霞が関の官庁の典型的な業

務でございますので、昨年3月にこの本部が立ち上がったわけでございますが、その際に

ガイドラインに従って公文書管理規則を制定し、今回この改正を受けて、それに従った改

正をしたところでございます。

内部の周知徹底に関しましては、内閣官房にも私どもの職員、皆併任をかけております

ので、内閣官房において行われております研修に参加させていただいておりまして、内閣

府のほうでe-ラーニングが実施されれば、それも積極的に職員に受講させたいと考えてお
ります。

事務局内の徹底につきましては、管理職以上で構成されます幹部会というものを毎週開

催しておりますが、その中でガイドラインの改正についても各管理職に徹底周知するとと

もに、各職員についてはそれぞれの管理職からその部下に対して徹底するという形で、公

文書管理が適正に行われるように取り組んでいるところでございます。

以上でございます。

○宇賀委員長ありがとうございました。

では、郵政民営化委員会、お願いします。

○郵政民営化委員会郵政民営化委員会事務局参事官の武居と申します。

先ほど公文書管理課長さんから御説明がありましたように、今回、郵政民営化委員会行

政文書管理規則を整備することとしております。規則の中身は、昨年12月に改正された行

政文書の管理に関するガイドラインを踏まえたものとなっております。ガイドラインから

大きく内容を変更している箇所はございません。

周知、研修につきましてですけれども、これまでも改正のガイドラインの内容につきま

しては、事務局の全職員にメールで共有してきております。本規則につきましても全職員

にメールで周知するとともに、その内容について説明する機会を設けたいと考えておりま

す。また、e-ラーニングにつきましても積極的に活用してまいりたいと考えております。

簡単でございますけれども、以上でございます。

○宇賀委員長ありがとうございました。

では総務省、お願いします。

○総務省総務省大臣官房参事官の北原でございます。よろしくお願いいたします。
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総務省におきましては、昨年12月に改正されました行政文書の管理に関するガイドライ

ンを踏まえた改正案を作成してございますけれども、ガイドラインから大きく内容を変更

している箇所はございません。

改正規則につきましては、省内の会議の場で各局の総務課長等に対しまして、官房総務

課から周知を行うなど、各部局に対する周知を徹底いたします。また、先月、内閣府の公

文書管理課さん、それから、国立公文書館からも講師を派遣いただきまして、改正ガイド

ラインの実務的な留意点等についての研修を消防庁、公害等調整委員会と合同で開催いた

したところでございます。

今後とも内閣府等の協力もいただきながら、効果的な研修に取り組んでまいりたいと存
じます。

以上でございます。よろしくお願いします。

○宇賀委員長ありがとうございました。

では、公害等調整委員会、お願いします。

○公害等調整委員会公害等調整委員会事務局総務課長の小原と申します。どうぞよろし

くお願いいたします。

公害等調整委員会では、昨年12月に改正された行政文書の管理に関するガイドラインを

踏まえた改正案を作成しております。改正規則につきましては、私ども内部の会議の場で

委員や事務局員に対しまして総務課から周知を行うなど、委員会内に対する周知徹底をい

たします。研修につきましても、先ほど官房総務課から発言がありましたとおりでござい

ますけれども、今後とも官房総務課、消防庁と協力して効果的な研修に取り組んでまいり
ます。

以上です。

○宇賀委員長ありがとうございました。

消防庁、お願いします。

○消防庁消防庁の総務課長でございます。よろしくお願いいたします。

消防庁でもこのガイドラインを踏まえた改正案を作成しておりまして、そのガイドライ

ンから大きく内容を変更している箇所はございません。

改正された内容につきましては、毎週、消防庁長官以下、課室長で幹部会議を行ってお

りますので、そうした場で私から周知をするとともに、担当の各職員につきましても説明

会を設けて、しっかりと説明をして周知徹底を図りたいと考えております。

研修につきましては、先ほど総務省の官房総務課からから発言がありましたとおりでご

ざいますけれども、今後とも内閣府さんのe-ラーニングなども活用させていただきまして、

効果的な研修に取り組んでまいります。

以上です。

○宇賀委員長ありがとうございました。

それでは、ただいまの説明につきまして御質問、御意見等がございましたらお願いしま
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す。

井上委員、どうぞ。

○井上(寿)委員内閣官房の案に関して、確認がてら教えていただきたいことがありま

す。それは第16条第4項に関してでして、その中に総括文書管理者が実施する研修という

文言があるのですけれども、御説明の中では恐らく内閣府のe-ラーニングを導入するとい

うことが具体的に想定されているかと思うのですが、そういう内閣府のe-ラーニングのよ

うないわば汎用性のあるものというのはもちろん重要だと思うのですけれども、他方で内

閣官房の業務に固有のことで何か研修をする必要もあるのではないかと考えるのですが、

その点に関しまして総括文書管理者が実施する研修というものを具体的にはe-ラーニング

以外に何かお考えかどうか、その点を教えていただければと思います。

○内閣官房ただいまの点につきましてですが、今までも内閣官房、総括文書管理者主催

でやってきておりまして、それはまた従前どおりまた同じような形で考えておりまして、

そのほかe-ラーニングもやるという形になります。

また、普通は年1回くらいのイメージでやっているのですけれども、ことしはいろいろ

と文書関係の改正等がございましたので、その都度、各それぞれの部局の総括の担当参事

官等を呼びまして、こういった文書が出ているので、ちゃんと周知徹底も図ってくれとい

う形での連絡、そういった形でも対応しておりますので、随時のことは当然対応していく

ということで考えております。

〇井上(寿)委員詳しい御説明ありがとうございました。

○宇賀委員長ありがとうございました。

ほかいかがでしょうか。野口委員、どうぞ。

○野口委員御説明をありがとうございました。

内閣官房の文書管理案につきまして、内閣官房は御説明にあったとおり総括文書管理者

がいて、その下に部局で置くという二重構造になっているのが特徴だと思うのですけれど

も、これまでの運用の中で二重の体制になっていることに関する何か独自の工夫とかあれ

ば、教えていただければと思います。

○内閣官房二重構造にしていること自体が内閣官房の特性に応じた工夫だと考えておる

のですけれども、例えば総括文書管理者をいわば補佐する人も、それぞれ各部局ごとにち

ゃんと置いてくださいといった形で、1つの独立した省に近いような形でできるだけ運用

してもらって、研修のようにある程度まとめてできるところは、全体としての総括文書管

理者がフォローするという形で工夫をしているということでございます。

○野口委員総括と部局との役割分担といいますか、そういうものは何となくできている

ものなのか、それとも何かしらのルールが形成されているのかというあたりはいかがでし
ょうか。

○内閣官房文書管理規則に基づいて報告とか、そういった形を随時していただきますし、

まず一番大事なのは、相当仕事の中身が違うので、各文書について第一義的には各部局の
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